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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

(1）連結経営指標等

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 （百万円） 9,072 9,329 10,181 11,037 12,485

経常利益 （百万円） 625 715 782 836 970

親会社株主に帰属する当期

純利益
（百万円） 346 410 659 537 686

包括利益 （百万円） 348 412 653 496 693

純資産額 （百万円） 4,980 5,305 5,817 6,150 6,654

総資産額 （百万円） 7,173 7,877 8,029 8,312 8,806

１株当たり純資産額 （円） 1,021.87 1,088.61 1,193.75 1,262.07 1,365.37

１株当たり当期純利益金額 （円） 70.96 84.19 135.31 110.10 140.84

潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 69.4 67.4 72.5 74.0 75.6

自己資本利益率 （％） 7.1 8.0 11.9 9.0 10.7

株価収益率 （倍） 9.79 9.50 9.90 10.84 10.64

営業活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △121 640 484 435 166

投資活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △213 △28 △180 △249 309

財務活動によるキャッ

シュ・フロー
（百万円） △122 △122 △122 △163 △190

現金及び現金同等物の期末

残高
（百万円） 2,615 3,106 3,288 3,310 3,594

従業員数 （人） 643 639 661 692 749

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第40期より百万円単位かつ表示単位未満を四捨五入して記載することに変更しております。

なお、比較を容易にするため、第39期以前についても百万円単位かつ四捨五入に組み替えて表示しておりま

す。
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(2）提出会社の経営指標等

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

売上高 （百万円） 8,644 8,784 9,544 10,285 11,621

経常利益 （百万円） 594 676 743 784 912

当期純利益 （百万円） 329 389 636 503 649

資本金 （百万円） 689 689 689 689 689

発行済株式総数 （株） 6,206,496 6,206,496 6,206,496 6,206,496 6,206,496

純資産額 （百万円） 4,595 4,864 5,364 5,703 6,163

総資産額 （百万円） 6,713 7,406 7,507 7,737 8,189

１株当たり純資産額 （円） 942.82 997.99 1,100.60 1,170.28 1,264.69

１株当たり配当額

（円）

25.00 25.00 30.00 35.00 40.00

（うち１株当たり中間配当

額）
(12.50) (12.50) (12.50) (16.00) (20.00)

１株当たり当期純利益金額 （円） 67.48 79.88 130.50 103.28 133.20

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益金額
（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 68.4 65.7 71.4 73.7 75.3

自己資本利益率 （％） 7.3 8.2 12.4 9.1 10.9

株価収益率 （倍） 10.30 10.02 10.26 11.55 11.25

配当性向 （％） 37.1 31.3 23.0 33.9 30.0

従業員数 （人） 573 561 580 615 669

　（注）１．売上高には、消費税等は含まれておりません。

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

３．第39期の１株当たり配当額30.00円には、東京証券取引所市場第一部銘柄指定記念配当5.00円を含んでおり

ます。

４．第40期より百万円単位かつ表示単位未満を四捨五入して記載することに変更しております。

なお、比較を容易にするため、第39期以前についても百万円単位かつ四捨五入に組み替えて表示しておりま

す。

 

EDINET提出書類

株式会社ハイマックス(E05215)

有価証券報告書

 3/65



２【沿革】

年月 事項

昭和51年５月 横浜市戸塚区矢部町29番地にて株式会社ハイマックシステムズを設立

昭和54年３月 本社事務所を横浜市中区山下町50番地の２　横浜昭和ビルに移転

昭和56年３月 本社事務所を横浜市中区尾上町六丁目81番地　日本生命横浜尾上町ビルに移転

昭和57年３月 本社事務所を横浜市中区本町二丁目22番地　日本生命横浜本町ビルに移転

昭和63年４月 事業領域の拡大及び受注を強化するため、(旧)株式会社ハイマックスを設立

平成２年２月 通商産業省の「システムインテグレータ登録企業」として認定を受ける

平成３年10月 株式会社 ハイマックスを合併し、同時に商号を株式会社 ハイマックスに変更

平成９年２月 汎用系の人材確保のため、子会社 株式会社エスビーエスを設立

平成９年４月 横浜市中区山下町89番地１　シイベルヘグナービルに横浜事業所を開設

平成９年11月 東京都渋谷区桜丘町８番９号　メイセイビルに東京事業所を開設

平成12年６月 プライバシーマーク（ＪＩＳＱ15001）の認証を取得

平成13年１月 ＩＳＯ9001の認証を取得

平成13年９月 日本証券業協会に株式を店頭登録

平成13年12月 ＩＳＯ14001の認証を取得

平成14年４月 横浜市中区日本大通５番２号　アーバンネット横浜ビルに関内事業所を開設

平成16年３月 東京証券取引所市場第二部に株式を上場

平成18年２月 ＩＳＭＳの認証を取得

平成19年10月 横浜市西区みなとみらい二丁目３番５号　クイーンズタワーＣにみなとみらい事業所を開設

平成21年５月 横浜事業所を、本社及びその他事業所に集約

平成22年８月 東京事業所を、その他事業所に集約

平成24年９月 関内事業所を、みなとみらい事業所に統合

平成27年３月 東京証券取引所市場第一部に指定
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３【事業の内容】

(1）事業の内容

　当社グループは、当社及び子会社１社（株式会社エスビーエス）により構成されており、コンピュータ・ソフト

ウエアのシステム・ライフサイクルの各領域にわたり高付加価値ソリューションを提供する単一のバリュー・ソ

リューションサービス事業を営んでおります。

　なお、当社グループは単一セグメントであるため、セグメント情報は記載しておりません。

　当社グループの提供するバリュー・ソリューションサービス事業の内容は次のとおりであります。

　当社グループがターゲットとしている基幹システムは、システム化計画の企画から始まり、設計・開発フェーズ

に移り、稼働後のメンテナンスへと進展いたします。そして、メンテナンスを継続している過程で次期システムの

企画が立ち上がるというシステム・ライフサイクルになっております。

 

　当該ライフサイクルのシステムの企画／設計・開発フェーズでは「システム・ソリューションサービス」を、メ

ンテナンスフェーズでは「システム・メンテナンスサービス」を提供しております。また、次期システムの企画

フェーズでは、これまで蓄積した高度な専門業務知識と技術ノウハウをベースにお客様への提案営業を実施してお

ります。

 

①システム・ソリューションサービス

　システム化計画の企画に対するコンサルティングから設計・開発・テスト・導入に関してメインフレーム系から

インターネット基盤関連技術まで一貫したサービスを提供いたします。

 

②システム・メンテナンスサービス

　稼働後のシステムに対し信頼性が高いメンテナンスサービスを提供いたします。

　メンテナンスサービスは長期安定的な受注の確保と業務ノウハウの蓄積を図ることができます。更にメンテナン

スサービスを通して、次期システムへの提案営業を積極的に行うことにより、企画といった上流工程からの継続受

注へと繋がります。
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(2）当社グループの事業系統図

　当社及び子会社の当該事業に係る位置付けは、次のとおりであります。

　当社はバリュー・ソリューションサービスの提供にあたり、株式会社エスビーエスにシステム・ソリューション

サービス及びシステム・メンテナンスサービスのそれぞれ一部を委託しております。

　（事業系統図）
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４【関係会社の状況】

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有
割合（％）

主要な関係内容

連結子会社      

株式会社エスビーエス 横浜市中区 15
バリュー・ソリュー

ションサービス
100

当社が受注した業

務の一部を委託し

ている。役員の兼

任あり。

 

５【従業員の状況】

当社グループは、バリュー・ソリューションサービス単一セグメントであります。

(1）連結会社の状況

平成29年３月31日現在
 

セグメントの名称 従業員数（人）

バリュー・ソリューションサービス 704

管理部門 45

合計 749

　（注）従業員数は就業人員数であり、当社グループから当社グループ外への出向者１名を除き、当社グループ外から当

社グループへの出向者３名を含んでおります。

 

(2）提出会社の状況

平成29年３月31日現在
 

従業員数（人） 平均年齢（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円）

669 37.4 11.1 6,329,000

　（注）１．従業員数は就業人員数であり、当社から社外への出向者７名を除き、社外から当社への出向者３名を含んで

おります。

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。

(3）労働組合の状況

　労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。
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第２【事業の状況】

１【業績等の概要】

(1）業績

　当連結会計年度におけるわが国経済は、鉱工業生産の持ち直しが見られ、雇用・所得環境の改善が続くなかで緩

やかな回復基調で推移いたしました。

　情報サービス産業におきましては、日本銀行の全国企業短期経済観測調査（平成29年４月発表）によりますと、

企業のソフトウエア投資計画は、非製造業を中心に継続して拡大しております。また、ＩｏＴ、クラウド、ビッグ

データなどの技術革新の進展により、企業の将来を見据えた戦略的ＩＴ投資の重要性が高まるなか、開発要員不足

の状況が継続いたしました。

　このような経営環境の下、当社グループは、当事業年度を初年度として策定した「中長期経営計画　Ｃ4 2022」

に則り、重点顧客を中心に既存領域の深耕及び隣接領域への展開に向けた積極的な提案営業を行い、継続的な取引

拡大に注力するとともに、新規事業の創出に取り組みました。また、開発要員の確保のため、即戦力となるキャリ

ア技術者の積極採用及びパートナー企業との更なる連携強化に努めました。

　その結果、当連結会計年度の売上高は12,485百万円（前期比13.1％増）、営業利益は961百万円（同13.0％

増）、経常利益は970百万円（同16.0％増）、親会社株主に帰属する当期純利益は686百万円（同27.9％増）となり

ました。

　当連結会計年度のサービス分野別売上高は、次のとおりであります。

　システムの企画／設計・開発フェーズで提供するシステム・ソリューションサービスは、エンドユーザーのクレ

ジット業界向け案件及びその他業界向けのシステム基盤案件が拡大したことなどにより、7,609百万円（前期比

16.8％増）となりました。また、システムの稼働後に提供するシステム・メンテナンスサービスは、証券及び銀行

業界向け案件を継続的に受注したことなどにより、4,876百万円（同7.8％増）となりました。

　当連結会計年度の業種別売上高は、次のとおりであります。

　銀行業界向けは1,548百万円（前期比11.0％増）、証券業界向けは831百万円（同22.1％増）、保険業界向けは

5,471百万円（同2.3％増）、クレジット業界向けは1,726百万円（同31.4％増）、公共向けは1,057百万円（同

11.2％増）、流通業界向けは490百万円（同31.5％増）、その他業界向けは1,362百万円（同39.7％増）となりまし

た。

 

(2）キャッシュ・フロー

　当連結会計年度末における連結ベースの現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、3,594百万円と前連結

会計年度末（3,310百万円）より284百万円増加しております。

　当連結会計年度における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

 

（営業活動によるキャッシュ・フロー）

　営業活動によるキャッシュ・フローは、166百万円（前連結会計年度435百万円）となりました。これは、税金

等調整前当期純利益985百万円などによる資金増加から、一括契約案件の検収時期が３月に集中したことによる

売上債権の増加の影響額△544百万円、法人税等の支払額△263百万円などによる資金減少があった結果でありま

す。

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　投資活動によるキャッシュ・フローは、309百万円（前連結会計年度△249百万円）となりました。これは、定

期預金の払い戻しによる収入3,400百万円、定期預金の預け入れによる支出△3,100百万円などによる資金増加が

あった結果であります。

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　財務活動によるキャッシュ・フローは、△190百万円（前連結会計年度△163百万円）となりました。これは、

配当金の支払額△190百万円などによる資金減少があった結果であります。
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２【生産、受注及び販売の状況】

当社グループの事業は、バリュー・ソリューションサービス事業単一でありますが、サービス分野別の生産、受注

及び販売の状況を示すと、次のとおりであります。

(1）生産実績

（単位：百万円）

サービス分野別

当連結会計年度

（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

対前年同期増減率（％）

システム・ソリューションサービス 7,653 17.8

システム・メンテナンスサービス 4,877 6.2

合計 12,530 13.0

（注）上記の金額は販売価格で表示しており、消費税等は含まれておりません。

(2）受注状況

（単位：百万円）

サービス分野別

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

受注高
対前年同期
増減率（％）

受注残高
対前年同期
増減率（％）

システム・ソリューションサービス 7,898 15.6 1,531 23.2

システム・メンテナンスサービス 4,815 4.4 837 △6.8

合計 12,713 11.1 2,368 10.6

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．受注高は「受注・売上管理規則」に基づき個別契約の締結、注文書もしくはこれらに準じる文書を受領した

ときをもって計上しております。

(3）販売実績

（単位：百万円）

サービス分野別
当連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

対前年同期増減率（％）

システム・ソリューションサービス 7,609 16.8

システム・メンテナンスサービス 4,876 7.8

合計 12,485 13.1

（注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。

（単位：百万円）

相手先

前連結会計年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

金額 割合（％） 金額 割合（％）

株式会社野村総合研究所 5,425 49.2 5,608 44.9

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。
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また、業種別販売実績は次のとおりであります。

（単位：百万円）

業種別
当連結会計年度

（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

対前年同期増減率（％）

金融

銀行 1,548 11.0

証券 831 22.1

保険 5,471 2.3

クレジット 1,726 31.4

金融小計 9,576 9.6

非金融

公共 1,057 11.2

流通 490 31.5

その他 1,362 39.7

非金融小計 2,909 26.6

合計 12,485 13.1

（注）上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

 

３【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】

　当社グループは、５年・10年先の継続的な成長を見据えて、平成35年３月期を最終年度とする中長期経営計画を策

定し、その実現に向けて取り組んでおります。平成30年３月期は、「成長への土台作り」と位置付けた当計画の第１

ステップ最終年度となり、次の重点施策に注力してまいります。

 

(1) 経営方針

　当社グループは、創業の理念である「公明正大」と「自主独立」を踏まえ、法と正しい企業倫理に基づき事業運

営に取り組んでまいりました。

　情報サービスにおける高付加価値ソリューションの提供により、ベスト・パートナーとして顧客の競争力を高

め、以って情報化社会の発展に貢献することを経営の基本方針としております。

 

(2) 経営戦略等

　当社グループは、これからの５年・10年先を見据え、飛躍的な事業規模の拡大と安定した収益の確保を目指し、

平成28年度から平成34年度を最終年度とする「中長期経営計画 Ｃ4 2022」を策定いたしました。当計画における

基本戦略は、次の通りであります。

① 重点顧客を中心に既存領域の深耕及び隣接領域への展開

② 重点６業種の更なる深耕及びシステム基盤領域の拡大

③ お客様の成長分野へ新たなＳＩ提案で参入及びエンドユーザー取引拡大でプライマリーポジションを獲得

④ 新規事業及び海外事業の創出

⑤ 事業規模の拡大に向けた資本提携やＭ＆Ａの遂行

 

(3) 経営上の目標の達成状況を判断するための客観的な指標等

　当計画の最終年度（平成34年度）の事業計画目標は、次の通りであります。

① 連結売上高：220億円

② 営業利益率：10％以上

③ ＲＯＥ：12％以上

 

(4) 経営環境

　システム投資に対する顧客ニーズは、益々高度化・複雑化しております。加えて、ＩｏＴ、ビッグデータ、Ａ

Ｉ、クラウドなど技術革新の進展により、企業におけるＩＴ活用の重要性が高まっております。

　情報サービス産業におきましては、日本銀行の全国企業短期経済観測調査（平成29年４月発表）によりますと、

企業のソフトウエア投資計画は、非製造業を中心に継続して拡大している一方、開発要員不足の状況が継続してお

ります。
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(5) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　平成30年３月期は、「成長への土台作り」と位置付けた当計画の第１ステップ最終年度となり、次の重点施策に

注力してまいります。

 

① 事業拡大

ａ．重点顧客※１を軸とした事業ポートフォリオ改革と拡大

　継続的かつ安定的な受注の拡大を図るためには、顧客及び業種における第２・第３の柱を築くことが重要であ

ります。

　そのため、現在の取引領域を最大限に拡大するとともに、重点６業種※２の業務ノウハウを活かし、隣接領域

への展開及び顧客の成長分野に対し新たなＳＩ提案による新規参入並びにプライマリーポジションの獲得に努め

てまいります。特に、システム基盤領域においては、「基盤事業本部」を設置し、システム基盤サービスの対応

力の強化を図ってまいります。これらにより、非金融分野及びエンドユーザーとの取引比率の向上を目指してま

いります。

 
（※１）重点顧客：当社は、継続的かつ安定的な受注の拡大が期待できるお客様を「重点顧客」と位置付け、リソースの重点配置をする

ことなどにより取引拡大に取り組んでおります。

（※２）重点６業種：現在は、銀行、証券、保険、クレジットの金融４業種と公共、流通の非金融２業種の計６業種を中心に事業展開し

ております。

 

ｂ．新規事業・海外事業の創出

　新規事業につきましては、代表的なクラウド・サービスであるＡＷＳ（Amazon Web Services）の活用に着手

しております。また、ＢtoＣ向けのビジネスとして、スマートフォン向けアプリケーションの提供を開始いたし

ました。今後も引き続き、新技術・新分野の研究に取り組み、技術革新への対応に努めるとともに、更なるサー

ビス型ビジネスの創出を目指してまいります。

　海外事業につきましても、ＡＳＥＡＮ市場をターゲットとした展開を目指しております。先ずは、大手システ

ム・インテグレーターの顧客の海外事業進出支援に参入いたしました。今後、当領域の拡大を図ってまいりま

す。

 

② 生産革新

ａ．生産性の向上

　受注規模の拡大と請負型ビジネス需要の増加に対応するため、リスク・テイクに即したリスク管理を徹底する

とともに、更なる開発品質及び生産性の向上に努めてまいります。そのため、組織的なリスクマネジメントや品

質管理体制の再構築を図ってまいります。また、開発プロセスや作業手順の標準化及び開発ツールの効果的導入

に取り組んでまいります。

 

ｂ．人材の確保と育成

　受注拡大に対応した技術者を確保するため、新卒及び即戦力となるキャリア技術者の積極的な採用を継続する

とともに、上流工程からプロジェクトを完遂できるプロジェクト・マネージャー（ＰＭ）及びプロジェクト・

リーダー（ＰＬ）、最適なプロジェクト運営が担えるサブリーダー（ＳＬ）をより実践的に育成し増員してまい

ります。

　また、当社グループと協業するパートナー企業との連携拡大が重要であります。プロジェクトの中期的な要員

計画を共有するなど、両社にとって安定・継続した関係を構築してまいります。また、オフニア推進室を設置

し、オフショア及びニアショアの計画的活用に努めてまいります。

 

③ 社内改革

　経営の意思決定及び執行のスピードアップ並びにグループ経営を強化するためのインフラを再構築してまいり

ます。また、多様な人材の積極採用及び女性の活躍促進並びにワーク・ライフ・バランスの推進に取り組んでま

いります。
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４【事業等のリスク】

　当社グループの事業活動その他に関するリスクについて、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性があると想定

される主な事項を記載いたします。

　なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものでありま

す。

　また、以下の項目は予測されない事態が発生した場合に業績に与える影響が高いと判断したものであり、当社グ

ループに係る全てのリスクを列挙したものではありません。

(1) システム開発におけるプロジェクト管理ついて

　近年、顧客からの開発期間や機能に対する要請は、高度化・複雑化しております。

　当社グループは、品質・コスト・進捗などに対するプロジェクト管理体制を整備・強化・徹底することにより対

処しておりますが、顧客との契約完遂を図るためには、当初想定した以上の開発工数の増加及び機能改善などによ

り、当初見積ったコストを上回り採算が悪化することがあります。

　また、納入及び売上の確定後における瑕疵補修などによって追加費用が発生し、最終的に不採算となり、当社グ

ループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(2) 人材の確保と育成について

　当社グループは、優秀な新卒社員の採用及び即戦力となるキャリア技術者の採用を増やし開発体制の増強に努め

てまいります。

　また、技術革新に対応するため、人材の教育・育成を今後、更に強化することが重要であります。当社グループ

は、教育カリキュラムの補強、各種資格取得の支援など積極的に取り組む方針でありますが、計画どおりに人材の

確保が進まない場合には、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(3) 特定の顧客・業種への依存度が高いことについて

①特定の顧客への依存度が高いことについて

　当社グループの売上高上位３社が総売上高に占める割合は、平成29年３月期で58.9％と高くなっております。

　従って、これらの顧客の営業方針、業績及び財政状態によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性

があります。

②特定の業種への依存度が高いことについて

　高付加価値ソリューションを提供するためには、ユーザー業務に対する高度な知識が必要となることから、当

社グループがサービスを提供する顧客の業種は、銀行、証券、保険、クレジット、公共、流通が中心となってお

ります。また、中でも保険への売上高が総売上高に占める割合は、平成29年３月期では43.8％と高くなっており

ます。

　従って、当該業種に属するユーザーの情報化投資の動向によっては、当社グループの業績に影響を及ぼす可能

性があります。

(4) ９月及び３月に売上が集中することについて

　当社グループが行っているシステム開発事業においては、顧客の決算期である９月と３月に納期が集中する傾向

があります。よって、納入及び検収が遅延した場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があります。
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(5) 機密情報の管理について

　当社グループは、システム開発の過程において企業情報及び個人情報などの機密情報を取り扱う場合がありま

す。個人情報保護については、プライバシーマークを取得するとともに教育及び監査を通じた社内啓蒙活動を行っ

ております。あわせて委託先と機密情報漏洩に関する「秘密保持契約」を締結するとともに、当社従業員及び委託

先要員から「秘密保持同意書」を入手しております。更に当社開発施設はもとより、可搬式情報機器へのセキュリ

ティ対策などを実施しております。

　しかしながら、何らかの過失・悪意などにより機密情報が外部に漏洩した場合、社会的信用が失墜し当社グルー

プの業績に影響を及ぼす可能性があります。

(6) 災害等の発生について

　地震、津波、大規模停電などの発生の影響により、開発の人員体制や開発機器などが確保できない時は、顧客と

契約した納期に遅延することが考えられます。そのような場合は、当社グループの業績に影響を及ぼす可能性があ

ります。

５【経営上の重要な契約等】

　該当事項はありません。

６【研究開発活動】

当社は、「クラウド・コンピューティング」の要素技術や「スマートフォン技術」、「ビッグデータ」などに研究

開発投資を行い、技術革新への対応と新たなビジネスチャンスを模索しております。

なお、当連結会計年度の研究開発費の総額は、66百万円であります。

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1）重要な会計方針及び見積り

　当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して作成し

ております。その作成には経営者による会計方針の選択・適用、資産・負債及び収益・費用の報告金額並びに開示

に影響を与える見積りを必要とします。経営者は、これらの見積りについて過去の実績等を勘案し合理的に判断し

ておりますが、実際の結果は見積り特有の不確実性があるため、これらの見積りと異なる場合があります。

　詳細につきましては、「第５ 経理の状況　１連結財務諸表等　(1)連結財務諸表　注記事項（連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項）」に記載しております。

(2）財政状態の分析

　（流動資産）

　当連結会計年度末における流動資産の残高は6,681百万円となり、前連結会計年度末（6,141百万円）と比較して

539百万円増加いたしました。主な要因は、一括契約案件の検収時期が３月に集中し、売掛金が544百万円増加した

ことであります。

（固定資産）

　当連結会計年度末における固定資産の残高は2,125百万円となり、前連結会計年度末（2,171百万円）と比較して

46百万円減少いたしました。主な要因は、有形・無形固定資産が減価償却などにより23百万円、繰延税金資産が26

百万円、それぞれ減少したことであります。

（流動負債）

　当連結会計年度末における流動負債の残高は1,785百万円となり、前連結会計年度末（1,706百万円）と比較して

80百万円増加いたしました。主な要因は、パートナー企業との連携拡大により買掛金が43百万円、増益に伴い未払

法人税等が18百万円、それぞれ増加したことであります。

（固定負債）

　当連結会計年度末における固定負債の残高は367百万円となり、前連結会計年度末（456百万円）と比較して90百

万円減少いたしました。主な要因は、その他として表示している確定拠出年金制度への移換額が114百万円減少し

たことであります。
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（純資産）

　当連結会計年度末における純資産の残高は6,654百万円となり、前連結会計年度末（6,150百万円）と比較して

503百万円増加いたしました。主な要因は、親会社株主に帰属する当期純利益の計上などにより利益剰余金が496百

万円増加したことであります。

(3）当連結会計年度の経営成績の分析

（売上高）

　当連結会計年度の売上高は12,485百万円となり、前連結会計年度（11,037百万円）と比較して1,448百万円増加

（前期比13.1％増）となりました。

　当連結会計年度のサービス分野別売上高は、次のとおりであります。

　システムの企画／設計・開発フェーズで提供するシステム・ソリューションサービスは、エンドユーザーのクレ

ジット業界向け案件及びその他業界向けのシステム基盤案件が拡大したことなどにより、7,609百万円（前期比

16.8％増）となりました。また、システムの稼働後に提供するシステム・メンテナンスサービスは、証券及び銀行

業界向け案件を継続的に受注したことなどにより、4,876百万円（同7.8％増）となりました。

 

（営業利益）

　売上原価は、10,130百万円となり、前連結会計年度（8,986百万円）と比較して1,144百万円増加（前期比12.7％

増）となりました。

　販売費及び一般管理費は、1,394百万円となり、前連結会計年度（1,201百万円）と比較して193百万円増加（同

16.1％増）となりました。その結果、営業利益は961百万円となり、前連結会計年度（851百万円）と比較して111

百万円増加（同13.0％増）となりました。

（営業外損益）

　営業外収益は９百万円となり、前連結会計年度（13百万円）と比較して５百万円減少（前期比35.0％減）となり

ました。これは、保険返戻金が５百万円減少したことが大きな要因であります。

　また、営業外費用は０百万円となり、前連結会計年度（28百万円）と比較して28百万円減少（同99.7％減）とな

りました。これは、固定資産除却損が27百万円減少したことが大きな要因であります。

（経常利益・親会社株主に帰属する当期純利益）

　経常利益は970百万円となり、前連結会計年度（836百万円）と比較して134百万円増加（前期比16.0％増）とな

りました。また、親会社株主に帰属する当期純利益は686百万円となり、前連結会計年度（537百万円）と比較して

150百万円増加（同27.9％増）となりました。これは、当年度に投資有価証券売却益15百万円を特別利益に計上し

たこと、法人税法の改正により法定実効税率が低下したことが大きな要因であります。

(4）資本の財源及び資金の流動性についての分析

　当連結会計年度における資本の財源及び資金の流動性の状況は、「第２ 事業の状況　１業績等の概要　(2)

キャッシュ・フロー」をご参照ください。
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第３【設備の状況】

１【設備投資等の概要】

　当社グループの当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）において実施いたしました設備

投資の総額は13百万円であり、その主なものはシステム基盤サービス提供のためのサーバー及びソフトウエアの導入

などであります。

２【主要な設備の状況】

　当社グループにおける主要な設備は、次のとおりであります。

(1）提出会社

平成29年３月31日現在
 

事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の内容

帳簿価額（百万円）

従業
員数
（人）

有形固定資産 無形固定資産

合計
建物

工具、
器具及
び備品

小計
ソフト
ウエア

その他 小計

本社

(横浜市中区)

バリュー・ソ

リューション

サービス

統括業務施設

業務施設
7 8 15 11 0 11 26 43

みなとみらい

事業所

(横浜市西区)

バリュー・ソ

リューション

サービス

業務施設 89 17 106 5 - 5 111 626

　（注）１．提出会社の事業所はすべて賃借契約により使用しているものであり、年間賃借料（共益費含む）は137百万

円であります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

　　　　２．帳簿価額には消費税等は含まれておりません。

 

(2）国内子会社

平成29年３月31日現在
 

会社名
事業所名
（所在地）

セグメントの
名称

設備の
内容

帳簿価額（百万円）

従業
員数
（人）

有形固定資産 無形固定資産

合計
建物

工具、
器具及
び備品

小計
ソフト
ウエア

その他 小計

株式会社

エスビーエス

本社

(横浜市中区）

バリュー・ソ

リューション

サービス

統括業

務施設
1 0 2 - 0 0 2 80

　（注）１．国内子会社の事業所は賃借契約により使用しているものであり、年間賃借料（共益費含む）は４百万円であ

ります。なお、金額には消費税等を含めておりません。

　　　　２．帳簿価額には消費税等は含まれておりません。

 

３【設備の新設、除却等の計画】

(1）重要な設備の新設等

　①提出会社

   該当事項はありません。

 

　②国内子会社

　　該当事項はありません。

 

(2）重要な設備の除却等

　①提出会社

　　該当事項はありません。

 

　②国内子会社

　　該当事項はありません。

EDINET提出書類

株式会社ハイマックス(E05215)

有価証券報告書

15/65



第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 18,000,000

計 18,000,000

 

②【発行済株式】

種類
事業年度末現在発行数

（株）
（平成29年３月31日）

提出日現在発行数
（株）

（平成29年６月19日）

上場金融商品取引所名また
は登録認可金融商品取引業
協会名

内容

普通株式 6,206,496 6,206,496 東京証券取引所市場第一部

権利内容に何ら限定

のない当社における

標準となる株式であ

り、単元株式数は　

100株であります。

計 6,206,496 6,206,496 － －

 

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

　該当事項はありません。

（４）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式総
数増減数（株)

発行済株式総
数残高（株）

資本金増減額
（百万円）

資本金残高
（百万円）

資本準備金増
減額
（百万円）

資本準備金残
高（百万円）

平成14年５月20日

（注）
1,034,416 6,206,496 － 689 － 666

　（注）　株式分割（普通株式１株を1.2株に分割）によるものであります。

（６）【所有者別状況】

平成29年３月31日現在
 

区分

株式の状況（１単元の株式数100株）
単元未満株
式の状況
（株）

政府及び地
方公共団体

金融機関
金融商品取
引業者

その他の
法人

外国法人等
個人その他 計

個人以外 個人

株主数（人） － 21 23 25 30 2 3,834 3,935 －

所有株式数

（単元）
－ 11,065 722 5,663 3,110 2 41,488 62,050 1,496

所有株式数の

割合（％）
－ 17.83 1.17 9.13 5.01 0.00 66.86 100 －

　（注）　自己株式1,333,294株は、「個人その他」に13,332単元及び「単元未満株式の状況」に94株を含めて記載して

おります。
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（７）【大株主の状況】

  平成29年３月31日現在

氏名または名称 住所
所有株式数
（千株）

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％）

株式会社ハイマックス 横浜市中区本町二丁目22番地 1,333 21.48

ハイマックス社員持株会 横浜市中区本町二丁目22番地 364 5.87

前田　眞也 横浜市金沢区 356 5.74

株式会社前田計画研究所 横浜市金沢区瀬戸８－１ 312 5.03

山本　昌平 横浜市緑区 277 4.46

株式会社野村総合研究所 東京都千代田区大手町１丁目９－２ 237 3.82

株式会社三菱東京ＵＦＪ銀行 東京都千代田区丸の内２丁目７－１ 219 3.53

日本生命保険相互会社

 （常任代理人 日本マスター

トラスト信託銀行株式会社）

東京都千代田区丸の内１丁目６－６

（東京都港区浜松町２丁目11－３）
176 2.83

GOLDMAN, SACHS & CO. REG

 （常任代理人 ゴールドマ

ン・サックス証券株式会社）

200 WEST STREET NEW YORK，NY，USA

（東京都港区六本木６丁目10－１）
150 2.41

富国生命保険相互会社

 （常任代理人 資産管理サー

ビス信託銀行株式会社）

東京都千代田区内幸町２丁目２－２

（東京都中央区晴海１丁目８－12）
140 2.26

計 ― 3,568 57.49

 

（８）【議決権の状況】

①【発行済株式】

平成29年３月31日現在
 

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 ― ― ―

議決権制限株式（自己株式等） ― ― ―

議決権制限株式（その他） ― ― ―

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 1,333,200 ― ―

完全議決権株式（その他） 普通株式 4,871,800 48,718 ―

単元未満株式 普通株式　　 1,496 ― ―

発行済株式総数 6,206,496 ― ―

総株主の議決権 ― 48,718 ―

 

②【自己株式等】

平成29年３月31日現在
 

所有者の氏名または名称 所有者の住所
自己名義所有
株式数（株）

他人名義所有
株式数（株）

所有株式数の
合計（株）

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合

（％）

株式会社ハイマックス
横浜市中区本町

二丁目22番地
1,333,200 ― 1,333,200 21.48

計 ― 1,333,200 ― 1,333,200 21.48
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（９）【ストックオプション制度の内容】

　該当事項はありません。

２【自己株式の取得等の状況】

【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得

 

（１）【株主総会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（２）【取締役会決議による取得の状況】

　該当事項はありません。

（３）【株主総会決議または取締役会決議に基づかないものの内容】

区分 株式数（株） 価額の総額（円）

当事業年度における取得自己株式 30 37,560

当期間における取得自己株式 － －

（注）１．単元未満株式の買取によるものであります。

　　　２．当期間における取得自己株式には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買

取りによる株式は含まれておりません。
 

（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】

区分

当事業年度 当期間

株式数（株）
処分価額の総額

（円）
株式数（株）

処分価額の総額
（円）

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － －

消却の処分を行った取得自己株式 － － － －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を
行った取得自己株式

－ － － －

そ　の　他
（―）

－ － － －

保有自己株式数 1,333,294 － 1,333,294 －

（注）１．当期間における処理自己株式には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の売

渡しによる株式は含まれておりません。

　　　２．当期間における保有自己株式数には、平成29年６月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の

買取り及び売渡しによる株式は含まれておりません。
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３【配当政策】

　当社は、株主の皆様に安定的かつ適正な利益還元を継続していくことを基本方針とし、連結配当性向は、30％を目

安としております。

　当社は、中間配当と期末配当の年２回の剰余金の配当を行うことを基本とし、これらの決定機関は、期末配当につ

いては株主総会、中間配当については取締役会であります。

　また、事業の成長性と収益性を追求するため、受注の拡大、プロジェクト・マネジメント力の強化、優秀な人材の

採用と育成、先端技術の研究及び開発インフラの増強など、競争優位性の確保及びより一層の財務力の向上が必要で

あると認識しており、内部留保にも努めてまいります。

　この方針に基づき、当事業年度の１株当たりの配当金につきましては中間配当20円、期末配当20円と前事業年度か

ら５円増配し、合計40円の年間配当を実施することを決定いたしました。

　当社は、「取締役会の決議によって毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる。」旨を定款に定め

ております。

　なお、当事業年度に係る剰余金の配当は以下のとおりであります。

決議年月日
配当金の総額

 （百万円）

１株当たり配当額

 （円）

平成28年11月２日

 取締役会決議
97 20.0

 平成29年６月16日

 定時株主総会決議
97 20.0

 

４【株価の推移】

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】

回次 第37期 第38期 第39期 第40期 第41期

決算年月 平成25年３月 平成26年３月 平成27年３月 平成28年３月 平成29年３月

最高（円） 703 900
1,345

※ 1,326
1,377 1,600

最低（円） 581 651
1,217

※ 767
970 1,000

　（注）最高・最低株価は、平成27年３月６日より東京証券取引所市場第一部におけるものであり、それ以前は東京証券

取引所市場第二部におけるものであります。なお、第39期の最高・最低株価の内※印は東京証券取引所市場第二

部におけるものであります。

（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】

月別 平成28年10月 11月 12月 平成29年１月 ２月 ３月

最高（円） 1,238 1,353 1,380 1,600 1,550 1,566

最低（円） 1,133 1,184 1,319 1,365 1,430 1,491

　（注）最高・最低株価は東京証券取引所（市場第一部）におけるものであります。
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５【役員の状況】

男性 11名　女性 －名　（役員のうち女性の比率 －％）

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役会長  山本　昌平 昭和31年１月３日

 
昭和53年４月 当社入社

平成４年３月 当社取締役

平成12年６月 当社代表取締役社長

平成18年１月 株式会社エスビーエス　代表取締役

平成18年４月 当社取締役

平成21年４月 当社取締役会長

株式会社エスビーエス　取締役

平成21年６月 当社代表取締役会長

平成23年５月 株式会社エスビーエス　取締役退任

平成23年６月 当社代表取締役社長

平成27年６月 当社取締役会長(現任)
 

(注)４ 277

代表取締役

社長
 中島　太 昭和40年９月20日

 
昭和61年３月 当社入社

平成14年４月 ソリューション事業本部　第５ソ
リューション事業部長

平成19年４月 プロジェクト管理室長

平成21年４月 事業統括本部　プロジェクト支援室
長兼経営企画本部技術開発本部副本
部長

平成23年４月 事業統括本部　第３事業本部長

平成25年４月 執行役員　第３事業本部長

平成26年６月 常務執行役員　第３事業本部、第４
事業本部担当

平成27年４月 副社長執行役員　社長補佐兼事業本
部担当

平成27年６月 代表取締役社長(現任)
 

(注)４ 4

取締役

社長補佐 兼

プロジェクト

革新本部、中

長期経営計画

推進室、情報

管理本部、人

材開発本部担

当

鍋嶋　義朗 昭和24年12月21日

 
昭和45年４月 日本電信電話公社入社

昭和63年７月 エヌ・ティ・ティ・データ通信株式
会社(現　株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ)

平成６年４月 同社公共システム事業本部部長

平成18年６月 エヌ・ティ・ティ・データ・テクノ
ロジ株式会社(現　株式会社ＮＴＴ
データ・アイ)取締役　企画本部長

平成22年６月 当社取締役

平成23年４月 株式会社ＮＴＴデータ・アイ　執行
役員　第四事業部長

平成25年６月 当社取締役兼専務執行役員

平成27年４月 当社取締役兼副社長執行役員(現任)
 

(注)４ 5

取締役

社長補佐 兼

事業部門担当

兼 海外事業推

進室長

豊田　勝利 昭和38年９月21日

 
昭和59年３月 当社入社

平成16年４月 第１事業本部第２事業部長

平成19年10月 システム基盤事業本部長

平成21年４月 理事　事業統括本部第１事業本部長

平成24年６月 執行役員　第１事業本部長

平成26年10月 執行役員　第１事業本部、第２事業
本部担当兼第１事業本部長

平成27年４月 常務執行役員　第１事業本部、第２
事業本部担当

平成28年４月 副社長執行役員

平成28年６月 取締役兼副社長執行役員(現任)
 

(注)４ 2
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

取締役  堀越　政美 昭和22年１月６日

  
昭和46年４月 日本電信電話公社入社

昭和63年７月 エヌ・ティ・ティ・データ通信株式
会社（現　株式会社エヌ・ティ・
ティ・データ）　公共システム事業
部担当部長

平成５年10月 同社第二公共システム事業部長

平成９年６月 同社取締役　第二公共システム事業
部長

平成13年６月 同社常務取締役　公共システム事業
本部長

平成16年４月 株式会社ＮＴＴデータシステムサー
ビス（現　株式会社ＮＴＴデータ・
アイ）　代表取締役社長

平成19年６月 株式会社ＮＴＴデータシステムズ
（現　株式会社ＮＴＴデータビジネ
スシステムズ）　代表取締役社長

平成21年６月 同社代表取締役社長　退任

平成27年１月 株式会社バッファロー・ＩＴ・ソ
リューションズ　取締役

平成27年６月 当社取締役(現任)

平成29年３月 まちづくりコーポレーション株式会

社　取締役(現任)
 

(注)４ －

取締役  角　宏幸 昭和21年９月22日

  
昭和44年４月 日本アイ・ビー・エム株式会社入社

平成３年９月 同社金融統括ＳＥ部長

平成13年４月 同社取締役　金融・サービス事業部
長

平成16年３月 同社取締役退任

同社執行役員　ソリューションセン
ター担当

平成17年３月 同社常務執行役員　ソリューション
センター担当

平成19年４月 同社常務執行役員退任

平成19年７月 株式会社日本総合研究所入社

平成20年６月 同社常務執行役員　第二開発部門長

平成25年７月 同社常務執行役員退任

平成28年６月 当社取締役(現任)
 

(注)４ －

取締役  嵯峨野　文彦 昭和40年７月５日

 
平成２年４月 株式会社野村総合研究所入社

平成16年４月 同社ＩＴアーキテクチャーコンサル
ティング部長

平成22年４月 同社執行役員　システムコンサル

ティング事業本部副本部長兼ＩＴ

アーキテクチャーコンサルティング

部長

平成23年４月 同社執行役員　ＩＴ基盤インテグ
レーション事業本部長
ＮＲＩデータｉテック株式会社　取
締役

平成25年４月 株式会社野村総合研究所　執行役
員　システムコンサルティング事業
本部長

平成26年４月 同社執行役員　基盤サービス事業本
部長
ＮＲＩデータｉテック株式会社　取
締役

平成29年４月 株式会社野村総合研究所　常務執行
役員　システムコンサルティング事
業本部長(現任)

平成29年６月 当社取締役(現任)
   

(注)４ －
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役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期
所有株式数
（千株）

常勤監査役  中沢　秀夫 昭和22年１月３日

 
昭和44年４月 株式会社日立製作所入社

平成11年５月 日立西部ソフトウェア株式会社
（現　株式会社日立ソリューション
ズ）　経営情報センタ長

平成12年４月 日立ビジネスソリューション株式会
社（現　株式会社日立ソリューショ
ンズ・クリエイト）　管理本部経理
部長

平成13年６月 同社取締役

平成18年５月 当社執行役員

株式会社エスビーエス　取締役

平成18年６月 当社取締役

平成19年６月 当社常務取締役

平成24年６月 当社常務執行役員　管理本部長

平成27年５月 株式会社エスビーエス　監査役(現
任)

平成27年６月 当社常勤監査役(現任)
 

(注)５ 10

監査役  青木　勝彦 昭和17年５月25日

 
昭和41年４月 株式会社日立製作所入社

平成７年12月 同社情報事業本部次長兼経理部長

平成９年６月 株式会社日立システムエンジニアリ
ング（現　株式会社日立ソリュー
ションズ）取締役経理部長

平成17年６月 株式会社日立システムアンドサービ
ス（現　株式会社日立ソリューショ
ンズ）執行役専務兼取締役構造改革
本部長

平成20年６月 当社監査役(現任)
  

(注)５ 13

監査役  奥津　勉 昭和22年11月９日

 
昭和47年11月 公認会計士・税理士 奥津進事務所

入所

昭和51年３月 公認会計士登録

昭和52年２月 税理士登録

昭和52年２月 税理士 奥津勉事務所開設　所長(現

任)
平成19年４月 公認会計士 奥津勉事務所開設　所

長(現任)

平成23年６月 当社取締役

平成27年６月 当社監査役(現任)

平成28年２月 株式会社ホテル、ニューグランド　
社外取締役　監査等委員(現任)

  

(注)５ －

監査役  山本　章治 昭和21年11月14日

 
昭和44年６月 株式会社日立製作所入社

平成11年４月 同社情報・通信グループソフトウェ
ア事業部長

平成13年４月 日立ソフトウェアエンジニアリング
株式会社（現　株式会社日立ソ
リューションズ）　開発事業部長

平成13年６月 同社常務取締役開発事業部長

平成15年６月 同社執行役専務兼取締役

平成15年10月 同社執行役専務兼取締役海外生産拠
点推進本部長

平成16年８月 同社執行役専務兼取締役海外生産拠
点推進本部長兼情報管理対策本部長

平成18年４月 同社執行役専務兼取締役情報管理対
策本部長

平成22年４月 同社顧問

平成23年４月 同社顧問　退任

平成25年９月 アイ・システム株式会社　顧問

平成27年６月 当社監査役(現任)
  

(注)６ 0

    計  313

 
（注）１．取締役　堀越 政美及び角 宏幸並びに嵯峨野 文彦は、社外取締役であります。

２．監査役　青木 勝彦及び山本 章治は、社外監査役であります。
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３．当社では、取締役会の一層の活性化を促し、取締役会の意思決定・業務執行の監督機能と各部門の業務執行

機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るため執行役員制度を導入しております。執行役員は、次の９名

で構成されております。（男性 ８名　女性 １名（執行役員のうち女性の比率 11.1％））
 

副社長執行役員 鍋嶋　義朗 （社長補佐 兼 プロジェクト革新本部、中長期経営計画推進室、情報

管理本部、人材開発本部担当）

副社長執行役員 豊田　勝利 （社長補佐 兼 事業部門担当 兼 海外事業推進室長)

常務執行役員 青木　 稔 （営業本部長 兼 新規事業推進室担当)

執行役員 田邊　隆行 （監査室長）

執行役員 岡田　由紀 （人材開発本部長）

執行役員 大河原通之 （情報管理本部長）

執行役員 石川　純一 （経営管理本部長）

執行役員 生田　勝美 （第１事業本部長）

執行役員 川島　正久 （第２事業本部長）

４．平成29年６月16日開催の定時株主総会の終結のときから１年間

５．平成28年６月17日開催の定時株主総会の終結のときから４年間

６．平成27年６月19日開催の定時株主総会の終結のときから４年間
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６【コーポレート・ガバナンスの状況等】

（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】

①　コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方

　当社は、「株主・顧客・社員並びに社会の信頼に応える公明正大・自主独立の事業経営を行い、HIMACSの責任

と義務を全うする。」ことを経営理念の中核とし、事業運営に取り組んでまいりました。

　また、当社は企業の継続的な成長・発展に向け、迅速かつ的確な経営判断と、ステークホルダーに対し透明性

が高く、公平で効率的な経営の実現を目指してコーポレート・ガバナンスの更なる充実が重要な経営課題と認識

しております。

②　企業統治の体制の状況

イ．当社は、株主総会及び取締役のほか、取締役会、監査役、監査役会、会計監査人を置き、また、取締役会の

意思決定・業務執行の監督機能と各部門の業務執行機能を明確に区分し、経営効率の向上を図るため執行役員

制度を導入しております。

ロ．株主総会の充実を目的に、株主の出席を得やすくするため３月決算会社の株主総会が集中する日を避けて、

日程を早期化しております。

ハ．取締役の任期は、株主の取締役に対する信任投票の機会を増やすため、１年としております。

　「取締役会」は月１回以上開催し、臨時の取締役会は必要に応じて随時開催しております。監査役も出席して

議論することにより経営の監督機能の強化を図っております。

　また、「監査役会」は月１回以上開催し、臨時の監査役会は必要に応じて随時開催しております。

ニ．執行役員制度を導入し、取締役会による経営の意思決定及び業務執行の監督と執行役員による業務執行に役

割を分離し、意思決定の迅速化と責任の明確化を図っております。

　経営執行会議は月１回以上開催し、業務執行取締役と執行役員が出席して取締役会が決定した経営の基本方針

と戦略に則り、業務の実行計画の策定と執行を行っております。

ホ．内部統制推進委員会を設置し、財務報告に係る内部統制の整備を行うとともに、継続した運用、評価及び有

効性向上に取り組んでおります。

ヘ．コンプライアンス委員会を設置し、法令遵守の指導及び監視などを行うとともに、法律問題に関しては弁護

士から適法かつ適正な事業運営のための助言及び指導を受けております。また、個人情報を含めた機密情報保

護に対応し、当社は「個人情報保護方針」を制定し、「プライバシーマーク」使用許諾事業者として、情報漏

洩等のリスクの予防の徹底を図っております。

ト．当社と社外取締役及び監査役は、会社法第427条第１項の定めにより、同法第423条第１項の責任を限定する

契約を締結しております。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が定める額としております。なお、当該責

任限定が認められるのは、当該社外取締役または監査役が責任の原因となった職務の遂行について善意でかつ

重大な過失がないときに限られます。

チ．当社の子会社の業務の適正を確保するため、子会社の管掌取締役を選任し、「子会社および関連会社管理規

則」に従い、事業運営の監督・指導を行っております。また、当社役職員が子会社の取締役に２名、監査役に

１名就任しております。加えて、「コンプライアンス委員会」及び「内部統制推進委員会」に子会社役員も出

席し、実効性のある連携及び事業運営を行っております。

　今後もコーポレート・ガバナンスの向上が図れると考えており、当該企業統治の体制を採用することといたし

ました。

③　内部監査及び監査役監査の状況

イ．当社の監査役は、社外監査役２名を含む４名であります。４名の内、２名は経理担当取締役を経験してお

り、また、１名は公認会計士・税理士として会社財務・法務に精通しており、財務及び会計に関する相当程度

の知見を有しております。

ロ．各監査役は取締役の職務の執行状況を監査し、監査役会において報告、協議または決議を行い、必要に応じ

て取締役会に報告しております。
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ハ．会計監査人は、有限責任監査法人トーマツであり、監査契約のもと会社法監査及び金融商品取引法監査を受

けております。

　　会計監査人とは、年度初めに監査計画の報告（１回）や四半期毎にレビュー結果の報告（３回）及び年度末

に監査結果の報告（１回）を受け、この他に必要に応じて意見・情報の交換を行うなど、連携を図っておりま

す。

　平成29年３月期における会計監査の体制は以下のとおりです。

所属監査法人 氏　　名

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限

責任社員
業務執行社員  轟 　一成

 

有限責任監査法人トーマツ

 
指定有限

責任社員
業務執行社員 宮澤　義典

 
　（注）１．継続関与年数は全員７年以内であるため記載を省略しております。

　     ２．監査業務に係る補助者の構成は、公認会計士４名、その他６名であります。

ニ．内部監査は、代表取締役社長に直属の監査室を置き、業務監査を実施しております。室員は３名であり、監

査結果は代表取締役社長に直接報告され、その後の改善状況を随時フォローするとともに、監査役にも定期的

に報告する等、監査役監査との連携を図っております。

④　社外取締役及び社外監査役の状況

　当社は、取締役７名の内３名が社外取締役であり、客観的な視点と豊富な経験・知識により企業統治の一層の

強化を図ってまいります。また、監査役４名の内２名が社外監査役であり、客観的で公正的な企業監視に努めて

まいります。よって、取締役７名及び監査役４名の計11名の内、社外役員は５名の体制であり、今後もコーポ

レート・ガバナンスの向上が図れると考えております。

イ．社外取締役 堀越政美氏は、経営者としての豊富な経験と幅広い見識を有していることから、当社の経営に

対する適切な監督を通じ、中長期的な企業価値の向上に寄与するものと考えております。また、当社グループ

の取引先の元役員でありますが、平成21年６月に退任され相当の期間が経過していることから、独立性・中立

性は確保されております。なお、当社と同社外取締役との間に特別な利害関係はありません。つきましては、

同社外取締役を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出ております。

ロ．社外取締役 角宏幸氏は当社と同業界の企業の要職を歴任されており、特に金融業界における専門的知識と

高い見識を有しております。社外の客観的・専門的知識から、当社の経営に対する適切な監督・助言が得られ

ると考えております。また、当社グループの取引先の元役員でありますが、平成25年７月に退任され相当の期

間が経過していることから、独立性・中立性は確保されております。なお、当社と同社外取締役との間に特別

な利害関係はありません。つきましては、同社外取締役を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定

し、同取引所に届け出ております。

ハ．社外取締役 嵯峨野文彦氏は、株式会社野村総合研究所の常務執行役員であります。同社は、当社の特定関

係事業者であります。同氏は、当社と同業界の企業の要職を歴任されており、その専門的知識と幅広い実績に

基づき、当社の経営に対する適切な監督が得られると考えております。その他に、当社と同社外取締役との間

に人的関係、取引関係、その他の利害関係はありません。

ニ．社外監査役 青木勝彦氏は、これまでの取締役及び監査役の経験と幅広い見識により、特に財務及び会計に

関する知見を有し、その観点からの経営監視が得られると考えております。

　　また、社外監査役 山本章治氏は、当社と同じ業界の企業の要職を歴任しており、業務内容及び当業界に精

通していることから、その経験と幅広い見識からの経営監視が得られると考えております。

　　なお、両社外監査役は、当社グループの取引先の元役員でありますが、青木勝彦氏は平成18年６月、山本章

治氏は平成22年４月に役員を退任され相当の期間が経過していることから、独立性・中立性は確保されており

ます。また、当社と両社外監査役との間に特別な利害関係はありません。

　　つきましては、両社外監査役を東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同取引所に届け出て

おります。

ホ．ハ．の他に、当社の社外取締役及び社外監査役との間に人的関係、取引関係、その他の利害関係はありませ

ん。

ヘ．社外取締役及び社外監査役による当社株式の保有は「役員の状況」の「所有株式数」欄に記載のとおりであ

ります。

EDINET提出書類

株式会社ハイマックス(E05215)

有価証券報告書

25/65



ト．社外取締役及び社外監査役につきましては、経歴や当社グループとの関係を踏まえ、社外取締役及び社外監

査役として期待される職務を適切かつ十分に遂行していただける方を選任しております。また、社外取締役及

び社外監査役のうち独立役員の選任にあたっては、東京証券取引所における「上場管理等に関するガイドライ

ン」Ⅲ５．（３）の２を踏まえ、取引関係のある会社の出身者の場合は、取引の規模や期間及び取引先等を退

任後、相当年数を経過していることなどの基準を設け、取締役会が独立性を判断しております。

チ．会計監査人による監査報告会には、社外監査役を含む全監査役及び監査室長並びに内部統制推進担当部署の

部門長が出席し、意見・情報の交換を行うなど、連携を図っております。

リ．社外取締役及び社外監査役に対しては、監査室及び内部統制推進担当部署と連携し、必要の都度、必要な資

料の提供又は状況説明を行っております。

⑤　役員報酬等の内容

イ．当社の取締役の報酬は、「基本報酬」及び「賞与」（社外取締役は除く）、また、監査役の報酬は、「基本

報酬」から、それぞれ構成されております。

ロ．取締役（社外取締役を除く）

報酬等の種類 支給人員 支給額

基本報酬 ４名 66百万円

賞与 ４名 18百万円

合計 － 84百万円

 
 

ハ．監査役（社外監査役を除く）

報酬等の種類 支給人員 支給額

基本報酬 ２名 19百万円

合計 － 19百万円

 
 

ニ．社外役員

報酬等の種類 支給人員 支給額

基本報酬 ４名 16百万円

合計 － 16百万円

（注）社外役員の員数は５名ですが、無支給者が１名いるため支給員数と相違しております。

 

ホ．連結報酬等の総額が１億円以上である役員はおりません。

へ．役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針

　　社内取締役の報酬には、職務執行の対価として株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で月次定額で支払

われる「基本報酬」及び、業績の対価として株主総会の承認を経て支払われる「取締役賞与」があります。な

お、「基本報酬」のうち一定額を役員持株会に拠出して当社株式を購入することとし、取得した株式は、原則

として取締役在任期間中保有することとしております。

　　社外取締役については、「基本報酬」のみを支給することとしております。

　　取締役の報酬については、透明性・公正性を確保する観点から、「役員報酬規程」に基づき社外役員を半数

以上とする任意の報酬委員会からの提案により、取締役会で協議の上、決定することとしております。

　　監査役の報酬については、株主総会で決議された報酬限度額の範囲内で、監査役の協議により各監査役の

「基本報酬」を決定しております。
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⑥　株式の保有状況

イ．投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数及び貸借対照表計上額の合計額

銘柄数 貸借対照表計上額の合計額（百万円）

５ 18
 
ロ．保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の保有区分、銘柄、株式数、貸借対照表計上額及び保有目

的

前事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数

（株）

貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

ＡＮＡホールディングス株式会社 43,972 14

継続取引の維持・拡大のため、
所有しております。なお、当社
は、全日空協力会社持株会に加
入しております。

株式会社みずほフィナンシャルグループ 9,150 2
円滑な金融取引の維持及び情報
収集のため、所有しておりま
す。

株式会社キューブシステム 600 0
当社が属する業界及び同業他社
の情報収集のため、所有してお
ります。

株式会社ＮＳＤ 110 0
当社が属する業界及び同業他社
の情報収集のため、所有してお
ります。

株式会社ＣＡＣ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ 100 0
当社が属する業界及び同業他社
の情報収集のため、所有してお
ります。

 

当事業年度

特定投資株式

銘柄
株式数

（株）

貸借対照表計上額

（百万円）
保有目的

ＡＮＡホールディングス株式会社 44,583 15

継続取引の維持・拡大のため、
所有しております。なお、当社
は、全日空協力会社持株会に加
入しております。

株式会社みずほフィナンシャルグループ 9,150 2
円滑な金融取引の維持及び情報
収集のため、所有しておりま
す。

株式会社キューブシステム 600 0
当社が属する業界及び同業他社
の情報収集のため、所有してお
ります。

株式会社ＮＳＤ 110 0
当社が属する業界及び同業他社
の情報収集のため、所有してお
ります。

株式会社ＣＡＣ Ｈｏｌｄｉｎｇｓ 100 0
当社が属する業界及び同業他社
の情報収集のため、所有してお
ります。

 
ハ．保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び

に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額

該当事項はありません。

ニ．投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計

上額

該当事項はありません。

ホ．投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計

上額

該当事項はありません。
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⑦　取締役の定数

　当社の取締役は13名以内とする旨定款に定めております。

⑧　取締役の選任の決議要件

　当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株

主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。

　また、取締役の選任決議は、累積投票によらないものとする旨定款に定めております。

⑨　中間配当

　当社は、株主への機動的な利益還元を行うため、会社法第454条第５号の規定により、取締役会の決議によっ

て毎年９月30日を基準日として中間配当をすることができる旨定款に定めております。

⑩　自己株式の取得

　当社は、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策を遂行するため、会社法第165条第２項の規定により、

取締役会決議によって自己株式を取得することができる旨定款に定めております。

⑪　取締役及び監査役の責任免除

　当社は、会社法第426条第１項の定めにより、取締役会の決議をもって、同法第423条第１項の取締役（取締役

であった者を含む。）及び監査役（監査役であった者を含む。）の責任を、法令の限度において免除することが

できる旨定款に定めております。これは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮

して、期待される役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。

⑫　株主総会の特別決議要件

　当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株

主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており

ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを

目的とするものであります。

（２）【監査報酬の内容等】

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】

（単位：百万円）

区分

前連結会計年度 当連結会計年度

監査証明業務に基づく
報酬

非監査業務に基づく報
酬

監査証明業務に基づく
報酬

非監査業務に基づく報
酬

提出会社 19.5 － 17.0 0.5

連結子会社 － － － －

計 19.5 － 17.0 0.5

 

②【その他重要な報酬の内容】

　該当事項はありません。

③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】

前連結会計年度

　該当事項はありません。

 

当連結会計年度

　当社は、会計監査人であった新日本有限責任監査法人に対して、公認会計士法第２条第１項の業務以外の業

務（非監査業務）である監査法人交代に伴う手続き業務についての対価を支払っております。

④【監査報酬の決定方針】

　監査報酬は、監査法人から提示された監査計画の内容を協議するとともに、過去の報酬実績や事業規模及び日

本監査役協会が公表している「会計監査人との連携に関する実務指針」を参考に妥当性等を確認した上で、監査

役会の同意を得て決定しております。
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第５【経理の状況】

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）

に基づいて作成しております。

 

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下

「財務諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。

　　また、当社は、特例財務諸表提出会社に該当し、財務諸表等規則第127条の規定により財務諸表を作成しており

ます。

 

２．監査証明について
　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成28年４月１日から平成29年３月31

日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成28年４月１日から平成29年３月31日まで）の財務諸表について、有限責

任監査法人トーマツにより監査を受けております。

　なお、当社の監査人は次のとおり異動しております。

　前連結会計年度及び前事業年度   新日本有限責任監査法人

　当連結会計年度及び当事業年度   有限責任監査法人トーマツ

 

臨時報告書に記載した事項は次のとおりであります。

 

(1）異動に係る監査公認会計士等の名称

①　選任する監査公認会計士等の名称

有限責任監査法人トーマツ

②　退任する監査公認会計士等の名称

新日本有限責任監査法人

 

(2）異動の年月日

平成28年６月17日

 

(3）退任する監査公認会計士等が直近において監査公認会計士等となった年月日

平成27年６月19日

 

(4）退任する監査公認会計士等が直近３年間に作成した監査報告書等における意見等に関する事項

該当事項はありません。

 

(5）異動の決定又は異動に至った理由及び経緯

当社の監査公認会計士等である新日本有限責任監査法人は、平成28年６月17日開催予定の第40期定時株主総会終

結の時をもって任期満了となりました。これに伴い、当社の会計監査人選定基準に照らし、監査公認会計士等の

規模、経験等の職務遂行能力及び独立性、内部管理体制等を総合的に勘案した結果、新たに有限責任監査法人

トーマツを監査公認会計士等として選任いたしました。

 

(6）上記(5)の理由及び経緯に対する監査報告書等の記載事項に係る退任する監査公認会計士等の意見

特段の意見はない旨の回答を得ております。

 

 

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みについて
 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取り組みを行っております。具体的には、会計基準等の

内容を適切に把握し、会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法人

財務会計基準機構への加入や会計基準設定主体等の行う研修へ参加しております。
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１【連結財務諸表等】

（１）【連結財務諸表】

①【連結貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 4,260 4,244

売掛金 1,514 2,058

電子記録債権 1 1

仕掛品 39 73

貯蔵品 2 2

繰延税金資産 268 258

その他 58 46

流動資産合計 6,141 6,681

固定資産   

有形固定資産   

建物 168 171

減価償却累計額 △57 △74

建物（純額） 110 97

工具、器具及び備品 71 78

減価償却累計額 △43 △53

工具、器具及び備品（純額） 28 25

有形固定資産合計 138 122

無形固定資産 24 16

投資その他の資産   

繰延税金資産 156 129

保険積立金 609 609

長期預金 1,100 1,100

その他 146 150

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 2,009 1,986

固定資産合計 2,171 2,125

資産合計 8,312 8,806

負債の部   

流動負債   

買掛金 432 475

未払法人税等 155 174

賞与引当金 570 560

役員賞与引当金 17 21

その他 531 555

流動負債合計 1,706 1,785

固定負債   

退職給付に係る負債 266 294

その他 190 72

固定負債合計 456 367

負債合計 2,162 2,152
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  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(平成28年３月31日)
当連結会計年度

(平成29年３月31日)

純資産の部   

株主資本   

資本金 689 689

資本剰余金 666 666

利益剰余金 5,688 6,184

自己株式 △883 △883

株主資本合計 6,160 6,656

その他の包括利益累計額   

その他有価証券評価差額金 6 7

退職給付に係る調整累計額 △16 △10

その他の包括利益累計額合計 △9 △2

純資産合計 6,150 6,654

負債純資産合計 8,312 8,806
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】

【連結損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 11,037 12,485

売上原価 8,986 10,130

売上総利益 2,051 2,355

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,201 ※１,※２ 1,394

営業利益 851 961

営業外収益   

受取利息 2 1

保険配当金 4 4

保険返戻金 5 0

保険事務手数料 1 1

受取保険金 - 2

その他 1 1

営業外収益合計 13 9

営業外費用   

固定資産除却損 27 -

保険解約損 1 0

その他 0 0

営業外費用合計 28 0

経常利益 836 970

特別利益   

投資有価証券売却益 - 15

特別利益合計 - 15

税金等調整前当期純利益 836 985

法人税、住民税及び事業税 256 266

法人税等調整額 44 33

法人税等合計 300 299

当期純利益 537 686

親会社株主に帰属する当期純利益 537 686
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【連結包括利益計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

当期純利益 537 686

その他の包括利益   

その他有価証券評価差額金 △1 1

退職給付に係る調整額 △40 6

その他の包括利益合計 ※ △40 ※ 7

包括利益 496 693

（内訳）   

親会社株主に係る包括利益 496 693

非支配株主に係る包括利益 - -
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③【連結株主資本等変動計算書】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 689 666 5,315 △883 5,787

当期変動額      

剰余金の配当   △163  △163

親会社株主に帰属する当期
純利益

  537  537

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 - - 373 △0 373

当期末残高 689 666 5,688 △883 6,160

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 7 24 31 5,817

当期変動額     

剰余金の配当    △163

親会社株主に帰属する当期
純利益

   537

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

△1 △40 △40 △40

当期変動額合計 △1 △40 △40 333

当期末残高 6 △16 △9 6,150
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当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

    (単位：百万円)

 株主資本

 資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計

当期首残高 689 666 5,688 △883 6,160

当期変動額      

剰余金の配当   △190  △190

親会社株主に帰属する当期
純利益

  686  686

自己株式の取得    △0 △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

     

当期変動額合計 - - 496 △0 496

当期末残高 689 666 6,184 △883 6,656

 

     

 その他の包括利益累計額

純資産合計
 

その他有価証券評価
差額金

退職給付に係る調整
累計額

その他の包括利益累
計額合計

当期首残高 6 △16 △9 6,150

当期変動額     

剰余金の配当    △190

親会社株主に帰属する当期
純利益

   686

自己株式の取得    △0

株主資本以外の項目の当期
変動額（純額）

1 6 7 7

当期変動額合計 1 6 7 503

当期末残高 7 △10 △2 6,654
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】

  (単位：百万円)

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益 836 985

減価償却費 27 37

賞与引当金の増減額（△は減少） 31 △10

役員賞与引当金の増減額（△は減少） 1 4

退職給付に係る負債の増減額（△は減少） △24 37

長期未払金の増減額（△は減少） △131 △118

固定資産除却損 27 -

売上債権の増減額（△は増加） △83 △544

前受金の増減額（△は減少） 0 -

たな卸資産の増減額（△は増加） △1 △33

仕入債務の増減額（△は減少） 71 43

未払消費税等の増減額（△は減少） △112 19

受取利息及び受取配当金 △2 △1

投資有価証券売却損益（△は益） - △15

その他 △0 23

小計 641 427

利息及び配当金の受取額 3 2

法人税等の支払額 △209 △263

営業活動によるキャッシュ・フロー 435 166

投資活動によるキャッシュ・フロー   

敷金及び保証金の差入による支出 △61 △4

保険積立金の積立による支出 △318 △1

保険積立金の払戻による収入 5 23

保険積立金の解約による収入 324 -

長期前払費用の取得による支出 - △2

有形及び無形固定資産の取得による支出 △99 △24

投資有価証券の取得による支出 △0 △0

投資有価証券の売却による収入 - 16

定期預金の預入による支出 △1,500 △3,100

定期預金の払戻による収入 1,400 3,400

その他 - 0

投資活動によるキャッシュ・フロー △249 309

財務活動によるキャッシュ・フロー   

配当金の支払額 △163 △190

自己株式の取得による支出 △0 △0

財務活動によるキャッシュ・フロー △163 △190

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 23 284

現金及び現金同等物の期首残高 3,288 3,310

現金及び現金同等物の期末残高 ※ 3,310 ※ 3,594
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【注記事項】

（連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項）

　１．連結の範囲に関する事項

　　連結子会社の数　　1社

連結子会社の名称　株式会社エスビーエス

 

　２．持分法の適用に関する事項

　　該当ありません。

 

　３．連結子会社の事業年度等に関する事項

　　連結子会社の事業年度の末日は、連結決算日と一致しております。

 

　４．会計方針に関する事項

　(1) 重要な資産の評価基準及び評価方法

　イ．有価証券

　その他有価証券

　(イ) 時価のあるもの

　　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総

平均法により算定）を採用しております。

　(ロ) 時価のないもの

　　総平均法による原価法を採用しております。

　ロ．たな卸資産

 　 　(イ) 仕掛品

　　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を

採用しております。

 　 　(ロ) 貯蔵品

　　最終仕入原価法を採用しております。

 

　(2) 重要な減価償却資産の減価償却の方法

　イ．有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につ

いては、定額法を採用しております。

　なお、主な耐用年数は、以下のとおりであります。

　建物　　　　　　　　　　３～18年

　工具、器具及び備品　　　５～15年

　ロ．無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（最長５年）に基づく定額法

を採用しております。

 

　(3）重要な引当金の計上基準

　イ．貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定

の債権については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　ロ．賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当連結会計年度対応分を計上しております。

　ハ．役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当連結会計年度における支給見込額に基づき計上しております。
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　(4) 退職給付に係る会計処理の方法

　イ．退職給付見込額の期間帰属方法

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当連結会計年度末までの期間に帰属させる方法につ

いては、給付算定式基準によっております。

　ロ．数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

　過去勤務費用については、発生した連結会計年度において一括費用処理しております。

　数理計算上の差異については、翌連結会計年度において一括費用処理することとしております。

 

　(5) 重要な収益及び費用の計上基準

　受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準

　イ．当連結会計年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については進行基準（進捗

率の見積りは原価比例法）を採用しております。

　ロ．その他の契約については完成基準を採用しております。

 

　(6) 連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲

　　連結キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出し可能

な預金のほか、取得日から３ヶ月以内に満期日の到来する定期預金からなっております。

 

　(7）その他連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　　消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当

連結会計年度の費用として処理しております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ０百万円増加して

おります。

 

（未適用の会計基準等）

該当事項はありません。

 

（表示方法の変更）

（連結損益計算書）

　前連結会計年度において、「営業外収益」の「その他」に含めていた「保険事務手数料」は、営業外収益

の総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映

させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

　前連結会計年度において、「営業外費用」の「その他」に含めていた、「保険解約損」は、営業外費用の

総額の100分の10を超えたため、当連結会計年度より独立掲記しております。この表示方法の変更を反映さ

せるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替えを行っております。

 

（連結キャッシュ・フロー計算書）

　前連結会計年度において、独立掲記していた「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「未払金の増減

額」、「未払事業所税の増減額」、「その他の流動資産の増減額」及び「その他の流動負債の増減額」は、

それぞれ重要性が低下したため、当連結会計年度より「営業活動によるキャッシュ・フロー」の「その他」

として表示しております。この表示方法の変更を反映させるため、前連結会計年度の連結財務諸表の組替え

を行っております。

　この結果、前連結会計年度の連結キャッシュ・フロー計算書において、「営業活動によるキャッシュ・フ

ロー」の「未払金の増減額」に表示していた42百万円、「未払事業所税の増減額」に表示していた１百万

円、「その他の流動資産の増減額」に表示していた６百万円、「その他の流動負債の増減額」に表示してい

た△46百万円は、「その他」として組み替えております。
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（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

連結会計年度から適用しております。

 

（連結損益計算書関係）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。

 
　前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

従業員給与手当 354百万円 381百万円

役員賞与引当金繰入額 17 21

賞与引当金繰入額 54 57

退職給付費用 18 19

 

※２　一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発費

 
　前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

　当連結会計年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

研究開発費 34百万円 66百万円

 

（連結包括利益計算書関係）

※　その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 △1百万円 1百万円

組替調整額 - -

税効果調整前 △1 1

税効果額 0 △0

その他有価証券評価差額金 △1 1

退職給付に係る調整額：   

当期発生額 △23 △14

組替調整額 △36 23

税効果調整前 △58 9

税効果額 19 △3

退職給付に係る調整額 △40 6

その他の包括利益合計 △40 7
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（連結株主資本等変動計算書関係）

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 6,206,496 － － 6,206,496

合計 6,206,496 － － 6,206,496

自己株式     

普通株式（注） 1,333,224 40 － 1,333,264

合計 1,333,224 40 － 1,333,264

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加40株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成27年６月19日

定時株主総会
普通株式 85 17.5 平成27年３月31日 平成27年６月22日

平成27年11月５日

取締役会
普通株式 78 16.0 平成27年９月30日 平成27年12月７日

（注）平成27年６月19日定時株主総会決議による１株当たり配当額17.5円には、東京証券取引所市場第一部銘柄指定記念

配当金５円を含んでおります。

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月17日

定時株主総会
普通株式 93 利益剰余金 19.0 平成28年３月31日 平成28年６月20日
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当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

 
当連結会計年度
期首株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数（株）

当連結会計年度
減少株式数（株）

当連結会計年度末
株式数（株）

発行済株式     

普通株式 6,206,496 － － 6,206,496

合計 6,206,496 － － 6,206,496

自己株式     

普通株式（注） 1,333,264 30 － 1,333,294

合計 1,333,264 30 － 1,333,294

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加30株は、単元未満株式の買取りによるものであります。

 

２．配当に関する事項

(1）配当金支払額

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成28年６月17日

定時株主総会
普通株式 93 19.0 平成28年３月31日 平成28年６月20日

平成28年11月２日

取締役会
普通株式 97 20.0 平成28年９月30日 平成28年12月６日

 

(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの

 
（決議）

株式の種類
配当金の総額
（百万円）

配当の原資
１株当たり
配当額（円）

基準日 効力発生日

平成29年６月16日

定時株主総会
普通株式 97 利益剰余金 20.0 平成29年３月31日 平成29年６月19日

 

 

（連結キャッシュ・フロー計算書関係）

※　現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

現金及び預金勘定 4,260百万円 4,244百万円

預入期間が３ヶ月を超える定期預金 △950 △650

現金及び現金同等物 3,310 3,594

 

（リース取引関係）

該当事項はありません。
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（金融商品関係）

１．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

当社グループは、資金運用については預金等に限定し、資金調達については全て自己資金にて運営して

おり、外部からの調達は行っておりません。また、投機的なデリバティブ取引は行わない方針でありま

す。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制

① 信用リスク（取引先の契約不履行等に係るリスク）の管理

営業債権である売掛金は、顧客の信用リスクに晒されています。当該リスクに関しては、当社グループ

の与信管理規則に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、主な取引先の信用状況を１

年ごとに把握する体制としています。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

投資有価証券は、業務上の関係を有する企業の株式であり、市場価格の変動リスクに晒されておりま

す。

投資有価証券については、定期的に時価や発行体（取引先企業）の財務状況等を把握し、取引先企業と

の関係を勘案して保有状況を継続的に見直しております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理

当社は、各部署からの報告に基づき財務部が適時に資金繰計画を作成・更新することにより、流動性リ

スクを管理しております。

(3) 信用リスクの集中

当連結会計年度末における営業債権のうち28％が特定の大口顧客に対するものであります。

２．金融商品の時価等に関する事項

連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。

前連結会計年度（平成28年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 4,260 4,260 -

(2）売掛金 1,514 1,514 -

(3）長期預金 1,100 1,104 4

(4）買掛金 432 432 -

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 連結貸借対照表計上額 時価 差額

(1）現金及び預金 4,244 4,244 -

(2）売掛金 2,058 2,058 -

(3）長期預金 1,100 1,101 1

(4）買掛金 475 475 -

（注）１．金融商品の時価の算定方法

(1）現金及び預金、（2）売掛金、(4）買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によってお

ります。

(3）長期預金

満期のある預金については、期間に基づく区分ごとに、新規に預金を行った場合に想定される預金金
利で割り引いた現在価値により算定しております。
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（注）２．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額

前連結会計年度（平成28年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 4,260 - - -

売掛金 1,514 - - -

長期預金 - 1,100 - -

合計 5,774 1,100 - -

 

当連結会計年度（平成29年３月31日）

（単位：百万円）

 １年以内 １年超５年以内 ５年超10年以内 10年超

現金及び預金 4,244 - - -

売掛金 2,058 - - -

長期預金 - 1,100 - -

合計 6,302 1,100 - -

 

（有価証券関係）

前連結会計年度（平成28年３月31日）及び当連結会計年度（平成29年３月31日）

重要性が乏しいため、注記を省略しております。

（デリバティブ取引関係）

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成28年４月１日

至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。
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（退職給付関係）

１．採用している退職給付制度の概要

(1) 当社は、確定給付型の制度として退職一時金制度を設けております。

また、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。

連結子会社には、退職給付会計の対象となるような退職給付制度はありません。

(2) 当社は、確定拠出型の年金制度を設けております。

 

２．確定給付制度

(1）退職給付債務の期首残高と期末残高の調整表

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

退職給付債務の期首残高 231百万円 266百万円
勤務費用 16 17
利息費用 2 1
数理計算上の差異の発生額 23 14
退職給付の支払額 △0 △2
確定債務への振替額 △5 △1

退職給付債務の期末残高 266 294

 

(2）退職給付債務及び年金資産の期末残高と連結貸借対照表に計上された退職給付に係る負債及び退職給付に
係る資産の調整表

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）

積立型制度の退職給付債務 -百万円 -百万円
年金資産 - -

 - -
非積立型制度の退職給付債務 266 294

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 266 294

   
退職給付に係る負債 266 294

連結貸借対照表に計上された負債と資産の純額 266 294

 

(3）退職給付費用及びその内訳項目の金額

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

勤務費用 24百万円 23百万円
利息費用 2 1
数理計算上の差異の費用処理額 △36 23

確定給付制度に係る退職給付費用 △9 46

 

(4）退職給付に係る調整額
　退職給付に係る調整額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

過去勤務費用 -百万円 -百万円
数理計算上の差異 △58 9

合　計 △58 9

 

(5）退職給付に係る調整累計額
　退職給付に係る調整累計額に計上した項目（税効果控除前）の内訳は次のとおりであります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）
未認識過去勤務費用 -百万円 -百万円
未認識数理計算上の差異 △23 △14

合　計 △23 △14

 

(6）数理計算上の計算基礎に関する事項
主要な数理計算上の計算基礎（加重平均で表わしております。）

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日）
当連結会計年度

（平成29年３月31日）
割引率 0.270％ 0.270％
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３．確定拠出制度

　当社の確定拠出制度への要拠出額は、前連結会計年度107百万円、当連結会計年度112百万円であります。

 

（ストック・オプション等関係）

該当事項はありません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成29年３月31日現在）
 

繰延税金資産

賞与引当金

減価償却超過額

未払事業税

退職給付に係る負債

未払金（役員・執行役員・理事退職慰労

金）

未払金（確定拠出年金未移換分）

長期未払金（役員・執行役員・理事退職慰

労金）

長期未払金（確定拠出年金未移換分）

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金

繰延税金負債合計

繰延税金資産（負債）の純額
 

 
百万円

175

7

14

81

1

 

38

22

 

35

64

436

△13

423

 

△0

△0

423
 

 
百万円

172

7

15

89

-

 

32

20

 

-

65

401

△13

388

 

△1

△1

388
 

 
（注）　前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれてお

ります。

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成29年３月31日現在）
 

 

流動資産－繰延税金資産

固定資産－繰延税金資産
 

 
百万円

268

156
 

 
百万円

258

129
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２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前連結会計年度

（平成28年３月31日現在）
当連結会計年度

（平成29年３月31日現在）
 

 

法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

役員賞与引当金

住民税均等割等

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正

法人税等の特別控除額

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率

 
 

 
％

32.7

 

1.1

0.7

0.5

3.1

△2.2

△0.1

35.8
 

 
％

30.5

 

0.9

0.7

0.5

-

△2.1

△0.2

30.3
 

 

 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

 

（資産除去債務関係）

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成28年４月１

日　至　平成29年３月31日）

金額的重要性が低いため注記を省略しております。

（賃貸等不動産関係）

該当事項はありません。
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（セグメント情報等）

【セグメント情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成28年４

月１日　至　平成29年３月31日）

当社グループは、バリュー・ソリューションサービス事業の単一セグメントであるため、記載を省略して

おります。

【関連情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日 至　平成28年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 システム・ソリューションサービス システム・メンテナンスサービス 合計

外部顧客への売上高 6,513 4,524 11,037

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社野村総合研究所 5,425 バリュー・ソリューションサービス事業

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日 至　平成29年３月31日）

１．製品及びサービスごとの情報

（単位：百万円）
 

 システム・ソリューションサービス システム・メンテナンスサービス 合計

外部顧客への売上高 7,609 4,876 12,485

 

２．地域ごとの情報

(1）売上高

本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま

す。

(2）有形固定資産

本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた

め、記載を省略しております。

３．主要な顧客ごとの情報

（単位：百万円）

顧客の名称又は氏名 売上高 関連するセグメント名

株式会社野村総合研究所 5,608 バリュー・ソリューションサービス事業
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【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成28年４月

１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成28年４月

１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）及び当連結会計年度（自　平成28年４月

１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

【関連当事者情報】

前連結会計年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

該当事項はありません。

 

当連結会計年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

該当事項はありません。

（１株当たり情報）

 
 
 

前連結会計年度
（自 平成27年４月１日
至 平成28年３月31日）

当連結会計年度
（自 平成28年４月１日
至 平成29年３月31日）

１株当たり純資産額 1,262.07円 1,365.37円

１株当たり当期純利益金額 110.10円 140.84円

　（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。

　　　　２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
前連結会計年度

(自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日)

当連結会計年度
(自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日)

親会社株主に帰属する当期純利益金額

（百万円）
537 686

普通株主に帰属しない金額（百万円） － －

普通株式に係る親会社株主に帰属する当

期純利益金額（百万円）
537 686

期中平均株式数（株） 4,873,233 4,873,221

 

（重要な後発事象）

該当事項はありません。
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⑤【連結附属明細表】

【社債明細表】

該当事項はありません。

【借入金等明細表】

該当事項はありません。

【資産除去債務明細表】

当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結

会計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規

定により記載を省略しております。

（２）【その他】

当連結会計年度における四半期情報等

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度

売上高（百万円） 3,035 6,197 9,226 12,485

税金等調整前四半期（当期）

純利益金額（百万円）
205 459 792 985

親会社株主に帰属する四半期

(当期)純利益金額（百万円）
136 304 525 686

１株当たり四半期（当期）純

利益金額（円）
27.81 62.42 107.75 140.84

 

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期

１株当たり四半期純利益金額

（円）
27.81 34.60 45.34 33.09
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２【財務諸表等】

（１）【財務諸表】

①【貸借対照表】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

資産の部   

流動資産   

現金及び預金 3,792 3,746

売掛金 1,413 1,945

電子記録債権 1 1

仕掛品 39 73

貯蔵品 2 2

前払費用 19 28

繰延税金資産 248 239

その他 ※ 44 ※ 21

流動資産合計 5,558 6,053

固定資産   

有形固定資産   

建物 164 167

減価償却累計額 △55 △71

建物（純額） 109 96

工具、器具及び備品 67 74

減価償却累計額 △40 △50

工具、器具及び備品（純額） 27 25

有形固定資産合計 136 121

無形固定資産   

ソフトウエア 23 15

その他 0 0

無形固定資産合計 24 16

投資その他の資産   

投資有価証券 17 18

関係会社株式 20 20

長期前払費用 1 1

繰延税金資産 149 125

保険積立金 609 609

長期預金 1,100 1,100

その他 126 128

貸倒引当金 △2 △2

投資その他の資産合計 2,019 1,999

固定資産合計 2,179 2,136

資産合計 7,737 8,189
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  (単位：百万円)

 
前事業年度

(平成28年３月31日)
当事業年度

(平成29年３月31日)

負債の部   

流動負債   

買掛金 ※ 415 ※ 449

未払金 225 232

未払費用 144 146

未払法人税等 142 164

前受金 9 9

預り金 28 23

賞与引当金 525 515

役員賞与引当金 14 18

その他 98 117

流動負債合計 1,600 1,673

固定負債   

退職給付引当金 243 281

長期未払金 190 72

固定負債合計 434 353

負債合計 2,034 2,026

純資産の部   

株主資本   

資本金 689 689

資本剰余金   

資本準備金 666 666

その他資本剰余金 0 0

資本剰余金合計 666 666

利益剰余金   

利益準備金 66 66

その他利益剰余金   

別途積立金 4,108 4,378

繰越利益剰余金 1,051 1,240

利益剰余金合計 5,225 5,684

自己株式 △883 △883

株主資本合計 5,697 6,156

評価・換算差額等   

その他有価証券評価差額金 6 7

評価・換算差額等合計 6 7

純資産合計 5,703 6,163

負債純資産合計 7,737 8,189
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②【損益計算書】

  (単位：百万円)

 
前事業年度

(自　平成27年４月１日
　至　平成28年３月31日)

当事業年度
(自　平成28年４月１日
　至　平成29年３月31日)

売上高 10,285 11,621

売上原価 ※２ 8,363 ※２ 9,401

売上総利益 1,922 2,221

販売費及び一般管理費 ※１,※２ 1,123 ※１,※２ 1,315

営業利益 798 905

営業外収益   

保険配当金 4 4

保険返戻金 5 0

その他 4 3

営業外収益合計 13 7

営業外費用   

固定資産除却損 27 -

その他 1 0

営業外費用合計 28 0

経常利益 784 912

特別利益   

投資有価証券売却益 - 15

特別利益合計 - 15

税引前当期純利益 784 927

法人税、住民税及び事業税 235 246

法人税等調整額 45 32

法人税等合計 280 278

当期純利益 503 649
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【製造原価明細書】

  
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

区分
注記
番号

金額（百万円）
構成比
（％）

金額（百万円）
構成比
（％）

Ⅰ　材料費  - - 122 1.3

Ⅱ　労務費  3,866 46.2 4,232 44.9

Ⅲ　経費 ※ 4,500 53.8 5,080 53.8

当期製造費用  8,365 100.0 9,434 100.0

期首仕掛品たな卸高  37  39  

合計  8,402  9,473  

期末仕掛品たな卸高  39  73  

当期製品製造原価  8,363  9,401  

原価計算の方法

原価計算の方法は個別原価計算であります。

（注）※経費の主な内訳は次のとおりであります。

項目
前事業年度

（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

外注費 4,299百万円 4,823百万円

減価償却費 1百万円 2百万円
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③【株主資本等変動計算書】

前事業年度（自　平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 689 666 0 666 66 3,758 1,061 4,885

当期変動額         

別途積立金の積立      350 △350 -

剰余金の配当       △163 △163

当期純利益       503 503

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 - - - - - 350 △10 340

当期末残高 689 666 0 666 66 4,108 1,051 5,225

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △883 5,357 7 7 5,364

当期変動額      

別途積立金の積立  -   -

剰余金の配当  △163   △163

当期純利益  503   503

自己株式の取得 △0 △0   △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  △1 △1 △1

当期変動額合計 △0 340 △1 △1 339

当期末残高 △883 5,697 6 6 5,703
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当事業年度（自　平成28年４月１日　至　平成29年３月31日）

       (単位：百万円)

 株主資本

 

資本金

資本剰余金 利益剰余金

 

資本準備金
その他資本
剰余金

資本剰余金
合計

利益準備金

その他利益剰余金
利益剰余金
合計

 別途積立金
繰越利益剰
余金

当期首残高 689 666 0 666 66 4,108 1,051 5,225

当期変動額         

別途積立金の積立      270 △270 -

剰余金の配当       △190 △190

当期純利益       649 649

自己株式の取得         

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

        

当期変動額合計 - - - - - 270 189 459

当期末残高 689 666 0 666 66 4,378 1,240 5,684

 

      

 株主資本 評価・換算差額等

純資産合計
 自己株式

株主資本合
計

その他有価
証券評価差
額金

評価・換算
差額等合計

当期首残高 △883 5,697 6 6 5,703

当期変動額      

別途積立金の積立  -   -

剰余金の配当  △190   △190

当期純利益  649   649

自己株式の取得 △0 △0   △0

株主資本以外の項目の当期変動
額（純額）

  1 1 1

当期変動額合計 △0 459 1 1 460

当期末残高 △883 6,156 7 7 6,163
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【注記事項】

（重要な会計方針）

１．資産の評価基準及び評価方法

　 (1) 有価証券の評価基準及び評価方法

　 ① 子会社株式及び関連会社株式

総平均法による原価法を採用しております。

　 ② その他有価証券

時価のあるもの

　決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は総

平均法により算定）を採用しております。

時価のないもの

　総平均法による原価法を採用しております。

　 (2) たな卸資産の評価基準及び評価方法

　 ① 仕掛品

　個別法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）を採用

しております。

　 ② 貯蔵品

　最終仕入原価法を採用しております。

２． 固定資産の減価償却の方法

　 (1) 有形固定資産

　定率法を採用しております。ただし、平成28年４月１日以降に取得した建物附属設備及び構築物につい

ては、定額法を採用しております。

　 (2) 無形固定資産

　定額法を採用しております。

　なお、自社利用のソフトウエアについては、社内における利用可能期間（最長５年）に基づく定額法を

採用しております。

 

３． 引当金の計上基準

　 (1) 貸倒引当金

　債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。

　 (2) 賞与引当金

　従業員に対する賞与の支給に充てるため、支給見込額の当事業年度対応分を計上しております。

　 (3) 役員賞与引当金

　役員賞与の支出に備えて、当事業年度における支給見込額に基づき計上しております。

　 (4) 退職給付引当金

　従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上しておりま

す。

　退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる方法について

は、給付算定式基準によっております。

　過去勤務費用については、発生した事業年度において一括費用処理しております。

　数理計算上の差異については、翌事業年度において一括費用処理することとしております。

 

４．収益及び費用の計上基準

　 受注制作のソフトウエア開発に係る収益及び費用の計上基準

　 (1) 当事業年度末までの進捗部分について成果の確実性が認められる契約については進行基準（進捗率の見

積りは原価比例法）を採用しております。

　 (2) その他の契約については完成基準を採用しております。
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５．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項

　 (1) 退職給付に係る会計処理

　退職給付に係る未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用の未処理額の会計処理の方法は、連結

財務諸表におけるこれらの会計処理の方法と異なっております。

　 (2) 消費税等の会計処理

　消費税及び地方消費税の会計処理は税抜方式によっており、控除対象外消費税及び地方消費税は、当事

業年度の費用として処理しております。

 

（会計方針の変更）

（平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱いの適用）

　法人税法の改正に伴い、「平成28年度税制改正に係る減価償却方法の変更に関する実務上の取扱い」（実

務対応報告第32号　平成28年６月17日）を当連結会計年度に適用し、平成28年４月１日以後に取得した建物

附属設備及び構築物に係る減価償却方法を定率法から定額法に変更しております。

　この結果、当連結会計年度の営業利益、経常利益及び税金等調整前当期純利益はそれぞれ０百万円増加し

ております。

 

（追加情報）

（繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針の適用）

　「繰延税金資産の回収可能性に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第26号　平成28年３月28日）を当

事業年度から適用しております。

 

（貸借対照表関係）

※　関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

 
前事業年度

（平成28年３月31日現在）
当事業年度

（平成29年３月31日現在）

短期金銭債権 6百万円 4百万円

短期金銭債務 10百万円 7百万円

 

（損益計算書関係）

※１　販売費に属する費用のおおよその割合は前事業年度７％、当事業年度６％、一般管理費に属する費用の

おおよその割合は前事業年度93％、当事業年度94％であります。

　主要な費用及び金額は次のとおりであります。

 
　前事業年度

（自　平成27年４月１日
　　至　平成28年３月31日）

　当事業年度
（自　平成28年４月１日

　　至　平成29年３月31日）

従業員給与手当 386百万円 388百万円

役員賞与引当金繰入額 14 18

賞与引当金繰入額 62 60

減価償却費 26 36

 

※２　関係会社との取引高

 
 
 

前事業年度
（自　平成27年４月１日
至　平成28年３月31日）

当事業年度
（自　平成28年４月１日
至　平成29年３月31日）

営業取引による取引高   

仕入高 134百万円 88百万円

営業取引以外の取引による取引高 10百万円 11百万円
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（有価証券関係）

前事業年度 (平成28年３月31日）

子会社株式(貸借対照表計上額20百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、記載しておりません。

 

当事業年度 (平成29年３月31日）

子会社株式(貸借対照表計上額20百万円）は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められる

ことから、記載しておりません。

（税効果会計関係）

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日現在）
当事業年度

（平成29年３月31日現在）
 

繰延税金資産

賞与引当金

減価償却超過額

未払事業税

退職給付引当金

未払金（役員・執行役員・理事退職慰労

金）

未払金（確定拠出年金未移換分）

長期未払金（役員・執行役員・理事退職慰

労金）

長期未払金（確定拠出年金未移換分）

その他

繰延税金資産小計

評価性引当額

繰延税金資産合計

繰延税金負債

その他有価証券評価差額金

繰延税金負債合計

繰延税金資産の純額
 

 
百万円

160

6

13

74

1

 

38

22

 

35

61

410

△13

397

 

△0

△0

397
 

 
百万円

157

7

14

85

-

 

32

20

 

-

62

377

△13

364

 

△1

△1

364
 

 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因と

なった主要な項目別の内訳

 
前事業年度

（平成28年３月31日現在）
当事業年度

（平成29年３月31日現在）
 

 

法定実効税率

（調整）

交際費等永久に損金に算入されない項目

役員賞与引当金

住民税均等割等

税率変更による期末繰延税金資産の減額修正

法人税等の特別控除額

その他

税効果会計適用後の法人税等の負担率
 

 
％

32.7

 

1.0

0.6

0.6

3.3

△2.2

△0.2

35.8
 

 
％

30.5

 

0.8

0.6

0.5

-

△2.1

△0.3

30.0
 

 
 

（企業結合等関係）

該当事項はありません。

（重要な後発事象）

　該当事項はありません。
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④【附属明細表】

【有形固定資産等明細表】

（単位：百万円）

区分 資産の種類 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期償却額 当期末残高
減価償却累計
額

有形固定資産 建物 109 3 - 16 96 71

工具、器具及び備品 27 7 - 9 25 50

計 136 10 - 25 121 121

無形固定資産 ソフトウエア 23 3 - 11 15 -

その他 0 - - - 0 -

 計 24 3 - 11 16 -

（注）１．「建物」の「当期増加額」はみなとみらい事業所の内装工事費用であります。

２．「工具、器具及び備品」の「当期増加額」はサーバー購入費用などであります。

 

 

【引当金明細表】

（単位：百万円）

科目 当期首残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

貸倒引当金 2 - - 2

賞与引当金 525 515 525 515

役員賞与引当金 14 18 14 18

 

（２）【主な資産及び負債の内容】

　　連結財務諸表を作成しているため、記載を省略しております。

（３）【その他】

　該当事項はありません。
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第６【提出会社の株式事務の概要】

事業年度 ４月１日から３月31日まで

定時株主総会 ６月中

基準日 ３月31日

剰余金の配当の基準日
９月30日

３月31日

１単元の株式数 100株

単元未満株式の買取り及び売渡

し
 

取扱場所

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社　証券代行部

株主名簿管理人

（特別口座）

東京都千代田区丸の内一丁目４番５号

三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社

取次所 ―――――――

買取手数料 無料

公告掲載方法

電子公告により行う。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子

公告による公告をすることができない場合は、日本経済新聞に掲載して行

う。

株主に対する特典 該当事項はありません。

（注）　当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号に掲げる権利、取得請求権付株式の取得を

請求する権利、株主の有する株式数に応じて募集株式の割当て及び募集新株予約権の割当てを受ける権利、並び

に単元未満株式の売渡請求をする権利以外の権利を有しておりません。
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第７【提出会社の参考情報】

１【提出会社の親会社等の情報】

　当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。

２【その他の参考情報】

当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。

(1) 有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書

　事業年度（第40期）（自 平成27年４月１日　至　平成28年３月31日）平成28年６月20日関東財務局長に提出

(2) 内部統制報告書及びその添付書類

　平成28年６月20日関東財務局長に提出

(3) 四半期報告書及び確認書

（第41期 第１四半期）（自 平成28年４月１日　至　平成28年６月30日）平成28年８月５日関東財務局長に提出

（第41期 第２四半期）（自 平成28年７月１日　至　平成28年９月30日）平成28年11月９日関東財務局長に提出

（第41期 第３四半期）（自 平成28年10月１日　至　平成28年12月31日）平成29年２月６日関東財務局長に提出

(4）臨時報告書

　平成28年６月21日関東財務局長に提出

　企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会における議決権行使の結果）に基づく臨

時報告書であります。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】
　該当事項はありません。
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独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書

 

 平成29年６月15日

株 式 会 社 ハ イ マ ッ ク ス  

 

 取 締 役 会　御 中   

 

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 轟　　　　一　成　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 宮　澤　　義　典　印

 

＜財務諸表監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ハイマックスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、すなわち、連

結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー計算書、連

結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。

 

連結財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に

表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために

経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ

とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準

は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定

し、これに基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当

監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され

る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価

の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制

を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価

も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ハイマックス及び連結子会社の平成29年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年度の経営成

績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

その他の事項

　会社の平成28年３月31日をもって終了した前連結会計年度の連結財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前

任監査人は、当該連結財務諸表に対して平成28年６月17日付で無限定適正意見を表明している。
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＜内部統制監査＞

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、株式会社ハイマックスの平成

29年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。

 

内部統制報告書に対する経営者の責任

　経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に

係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。

　なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ

る。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を

表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準

に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽

表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること

を求めている。

　内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた

めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性

に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果

について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、株式会社ハイマックスが平成29年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表示した上記

の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準拠して、財

務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上
 
　（※）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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独　立　監　査　人　の　監　査　報　告　書

 

 平成29年６月15日

株 式 会 社 ハ イ マ ッ ク ス  

 

 取 締 役 会　御 中   

 

有 限 責 任 監 査 法 人 ト ー マ ツ
 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 轟　　　　一　成　印

 

 
指定有限責任社員

業 務 執 行 社 員
公認会計士 宮　澤　　義　典　印

 

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社ハイマックスの平成28年４月１日から平成29年３月31日までの第41期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借

対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を行った。

 

財務諸表に対する経営者の責任

　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示

することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が

必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

 

監査人の責任

　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに

ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに

基づき監査を実施することを求めている。

　監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査

法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務

諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に

際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。

また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と

しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。

　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

 

監査意見

　当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式会社

ハイマックスの平成29年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重要な点にお

いて適正に表示しているものと認める。

 

その他の事項

　会社の平成28年３月31日をもって終了した前事業年度の財務諸表は、前任監査人によって監査されている。前任監査人

は、当該財務諸表に対して平成28年６月17日付で無限定適正意見を表明している。

 

利害関係

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

 

以　　上

 
　（※）１．上記は監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（有価証券報告書提出

会社）が別途保管しております。

２．ＸＢＲＬデータは監査の対象には含まれていません。
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